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次  第 

 

 

１．開 会 

 

２．議 事     

 

（１）条文案の課題等について 

 

（２）その他 



第７回市政運営部会（７月２０日開催）での協議事項 

①秦副部会長に代わり、足立委員を副部会長に選任した。 
②「自治とまちづくり」の資料により、「自治」と「まちづくり」の意味につ

いて協議を行い、概ねの了解をいただいた。 
③前文について、４段落目の「本市の在り方」という表現が何の在り方かが

不明であるので、第１条の目的にある「市民主体による自治の実現を図る」

という言葉にしてはどうかとの意見があった。 
④「（仮称）大分市自治基本条例 条文案（調整案１） 資料１」により条文

毎にダブりや削除の協議を行った。 
 ・第１３条 削除する。 
 ・第１４条 主語は今後検討する。 
 ・第２１条 削除の候補とする。 
 ・第２２条 第２項は削除する。 
 ・第２３条 第２項「横断的な」の語句について、事務局で再検討する。 
 ・第２５条 第１項「行政の改善」の語句について、事務局で再検討する。 
 ・第２６条 条文について再度部会で協議する。 
 ・第２８条 削除する。 
 ・第３７条 このままにしておくが、課題等の欄に「市政運営の章に入れ

るべきかについて検討が必要」を記載する。 
 ・第３８条 章として挙げる必要はない（削除する）が、課題等の欄に「趣

旨を生かしながら、どう盛り込めるか」を記載する。 
 ・第３９条 削除する。 
  

第１３回全体会（７月２７日開催）での確認事項 

①自治とまちづくりについて 

  各部会において議論をいただいた結果を踏まえ、「自治」に視点をおいた基 

本条例として、今後は、条文の詳細の調整を行うこととした。 

②条文の調整案について 

各部会で確認した条文調整案１について、その考え方を了承し、①の考え 

方と併せて、事務局（法制室）に再調整案を作成させることとした。 

③前文について 

  ２名の委員から前文についての対案が出されていることから、理念部会に 

預け、検討をしていただくこととした。 

④次回について 

第１４回全体会を８月末に行う予定とし、事務局が作成した条文調整案を 

もとに検討する。また、次回全体会までに部会の開催が必要な部会は、随 

時開催する。 

資料１ 
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大分市自治基本条例 条文案（調整案１に対して法制室で検討中の案） 

 

 

＊赤字は今回変更箇所、青字は前回の削除箇所 

第４章 行政市政運営 

（市政運営の基本） 

第１３条 市（執行機関）は、市民参加と情報共有を基本とした、効率的で、

公正かつ透明性の高い行政運営を行わなければならない。 

２ 市（執行機関）は、計画、財政、評価等の制度を相互に連携させ、これ

らに対応した組織運営を行うなど、総合的かつ計画的な行政運営を行うよ

う努めなければならない。 

 

（総合計画） 

第１４条 市は、総合的かつ計画的な行政運営を図るため、総合計画を策定

するものとする。 

２ 市長は、総合計画の策定に当たっては、市民参加の参画の機会を確保す

るものとする。 

 

（行政評価） 

第１５条 市長等は、効率的かつ効果的な行政運営を図るため、行政評価に

関する制度を整備し、実施するものとする。この場合において、市長等は、

市民の視点に立った外部評価を可能な限り公開で行うものとする。 

２ 市長等は、前項の規定による行政評価の結果を市民に公表するとともに、

必要に応じて、行政運営の見直しを行わなければならない。 

 

(外部監査) 

第１６条 市は、適正で、効果的かつ効率的な市政運営を確保するため、外

部機関による監査の実施を求めることができる。 

２ 前項の外部機関による監査の実施に関する手続については、別に条例で

定める。 

 

(情報公開) 

第１７条 市長等は、市政に関して市民に説明する責任を果たすとともに、

市政に対する市民の理解と信頼を深めるため、別に条例で定めるところに

より、市が保有する情報を公開するものとする。 

 

(個人情報の保護) 

第１８条 市長等は、個人の権利利益の保護及び市政の適正な運営に資する

ため、別に条例で定めるところにより、市が保有する個人情報を適正に取

り扱うものとする。 

資料２ 
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（行政手続） 

第１９条 市長等は、行政運営における公正の確保と透明性の向上を図るた

め、別に条例で定めるところにより、処分、行政指導その他の行政手続に

関して共通する関する事項を明らかにするものとする。 

 

(条例の制定等の手続) 

第２０条 市長は、市政運営に関する重要な条例を立案しようとするときは、

市民の参画を図り、又は市民の意見を反映させるように努めなければなら

ない。 

 

(法令遵守等) 

第２１条 市長等は、法令遵守の推進及び倫理の保持並びに公正な職務の執

行の確保を図るため、別に条例で定めるところにより、必要な体制を整備

するものとする。 

 

(財政運営) 

第２２条 市長等は、中期的な財政見通しのもとに予算を編成するなど、計

画的で健全な財政運営に努めなければならない。 

２ 市（執行機関）は、毎年度の予算及び決算その他市の財政状況に関する

情報を市民に公表しなければならない。 

 

(行政組織の編成) 

第２３条 市長等は、市民に分かりやすく、機動的かつ効率的な行政市政運

営が可能となるよう組織の編成を行うものとする。とともに、組織の横断

的な調整を図るものとする。 

２ 市長等は、組織の横断的な調整を図るものとする。 

 

(市民提案) 

第２４条 市長等は、市民の意見、提言等を市政に反映させるための制度の

拡充に努めなければならない。 

２ 市長等は、政策の立案、実施、評価等の各段階における情報を、市民に

積極的に提供するものとする。 

 

(権利保護及び苦情対応) 

第２５条 市長等は、行政運営における市民の権利利益を擁護し、及び行政

の改善を図るするため、必要な措置を講じるものとする。 

２ 市長等は、行政市政運営に関する意見、要望、苦情等があった場合は、

速やかに事実関係等を調査し、必要があると認めるときは、その改善のた

めの適切な措置を講じなければならない。 
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(政策法務) 

第２６条 市長等は、市政の課題に対応した政策を実行するため、条例、規

則等の整備を適正に行うとともに、市の事務に関する法令の解釈に当たっ

ては、地方自治の本旨に基づき、自主的かつ適正な解釈を行うよう努めな

ければならない。 

２ 市長等は、市政の課題に対応した自主的な政策を実行するため、条例、

規則等の整備を適正に行うものとする。 

 

(危機管理体制の整備等) 

第２７条 市長等は、常に災害等の緊急の事態に備え、市民の身体、生命、

財産の安全性が確保できるよう、危機管理体制を整備するとともに、その

対応に当たっては、市民、関係団体等との連携及び協力を図るものとする。 

 

(人材の育成) 

第２８条 市（執行機関）は、市民と協働し、自治及びコミュニティ活動の

発展を支える人材の育成に努めるものとする。 

 

第６章 連携及び交流 

第３７条 市長等は、まちづくりの課題について、国、県、他の地方公共団

体等との連携を図り、その解決に努めるものとする。 

２ 市長等は、海外の行政機関等との連携及び協力を深めるとともに、得ら

れた情報や知識を本市のまちづくりに生かすものとする。 

 

第７章 多文化共生 

第３８条 市（市民、執行機関及び議会）は、多様な文化及び価値観を理解   

 し、尊重することにより、あらゆる人が地域社会の一員として受け入れら

れる環境の整備に努めなければならない。 

 

第８章 環境及び景観 

第３９条 市（市民、執行機関及び議会）は、本市の恵まれた自然環境の保

全を図るとともに、これを活かしたまちづくりの推進及び良好な景観の形

成に努めるものとする。 
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